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令和５年市議会３月定例会議案

所 管 番 号 案 件

土 開 報告第 １号 令和４年度知立市土地開発公社事業計画変更及び補正予

算（第１号）

土 開 報告第 ２号 令和５年度知立市土地開発公社事業計画及び予算

子ども 報告第 ３号 専決処分の報告について（物損事故に関する損害賠償の

額の決定及び和解）

健 康 報告第 ４号 専決処分の報告について（物損事故に関する損害賠償の

額の決定及び和解）

協 働 同意第 １号 知立市公平委員会委員の選任について

協 働 同意第 ２号 知立市公平委員会委員の選任について

教 庶 同意第 ３号 知立市教育委員会委員の任命について

環 境 議案第 １号 第３次知立市一般廃棄物処理基本計画の変更について

総 務 議案第 ２号 知立市個人情報の保護に関する法律施行条例

総 務 議案第 ３号 知立市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正

する条例

子ども 議案第 ４号 知立市特別保育等の実施に関する条例の一部を改正する

条例

子ども 議案第 ５号 知立市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例

子ども 議案第 ６号 知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例

子ども 議案第 ７号 知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例

子ども 議案第 ８号 知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

子ども 議案第 ９号 知立市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例

国 保 議案第１０号 知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

国 保 議案第１１号 知立市国民健康保険条例の一部を改正する条例

土 木 議案第１２号 市道路線の認定について

議案第１３号 令和４年度知立市一般会計補正予算（第１２号）



所 管 番 号 案 件

国 保 議案第１４号 令和４年度知立市国民健康保険特別会計補正予算（第３

号）

長 寿 議案第１５号 令和４年度知立市介護保険特別会計補正予算（第２号）

国 保 議案第１６号 令和４年度知立市後期高齢者医療特別会計補正予算（第

３号）

水 道 議案第１７号 令和４年度知立市水道事業会計補正予算（第３号）

下 水 議案第１８号 令和４年度知立市下水道事業会計補正予算（第３号）

議案第１９号 令和５年度知立市一般会計予算

国 保 議案第２０号 令和５年度知立市国民健康保険特別会計予算

財 務 議案第２１号 令和５年度知立市土地取得特別会計予算

長 寿 議案第２２号 令和５年度知立市介護保険特別会計予算

国 保 議案第２３号 令和５年度知立市後期高齢者医療特別会計予算

水 道 議案第２４号 令和５年度知立市水道事業会計予算

下 水 議案第２５号 令和５年度知立市下水道事業会計予算



報告第１号

令和４年度知立市土地開発公社事業計画変更及び補正予算（第１号）

知立市土地開発公社の経営状況を説明する書類を、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫



報告第２号

令和５年度知立市土地開発公社事業計画及び予算

知立市土地開発公社の経営状況を説明する書類を、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫



報告第３号

専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、次の

とおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

物損事故に関する損害賠償の額の決定及び和解

（専決第１号）

（専決処分書別紙）

令和５年２月２２提出

知立市長 林 郁 夫





報告第４号

専決処分の報告について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に基づき、次の

とおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

物損事故に関する損害賠償の額の決定及び和解

（専決第２号）

（専決処分書別紙）

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫





同意第１号

知立市公平委員会委員の選任について

下記の者を知立市公平委員会委員に選任したいから、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

記

住 所

氏 名 川 口 直 也

生年月日

提案理由

この案を提出するのは、前任者の退職のため必要があるからである。



同意第２号

知立市公平委員会委員の選任について

下記の者を知立市公平委員会委員に選任したいから、地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

記

住 所

氏 名 磯 村 洋 子

生年月日

提案理由

この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。



同意第３号

知立市教育委員会委員の任命について

下記の者を知立市教育委員会委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により議会の同

意を求める。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

記

住 所

氏 名 寺 田 節 子

生年月日

提案理由

この案を提出するのは、任期満了のため必要があるからである。



議案第１号

第３次知立市一般廃棄物処理基本計画の変更について

第３次知立市一般廃棄物処理基本計画を別紙のとおり変更するため、知立市議会

の議決すべき事件を定める条例（平成２５年知立市条例第２９号）第２条の規定に

基づき議会の議決を求める。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

提案理由

この案を提出するのは、第３次知立市一般廃棄物処理基本計画を変更するため必

要があるからである。



議案第２号

知立市個人情報の保護に関する法律施行条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市個人情報の保護に関する法律施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号）第３０条第１項又は第３１条第１項の規定により一部の規定

が適用されず、又は読み替えて適用される場合を含む。以下「法」という。）の

施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「市の機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、

公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び水道事業管理

者の権限を行う市長をいう。

２ 前項に規定するもののほか、この条例で使用する用語は、法及び個人情報の保

護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。以下「令」という。）で使

用する用語の例による。

（開示請求の手続）

第３条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定め

る事項を記載するものとする。

（開示決定等の期限に関する特例）

第４条 市の機関が開示決定等をする場合における法第８３条第１項及び第８４条

の規定の適用については、同項中「３０日以内」とあるのは、「１４日以内」と

し、同条中「６０日以内」とあるのは「４４日以内」と、「同条第１項」とある



のは「知立市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年知立市条例第

号）第４条の規定により読み替えて適用される前条第１項」とする。

（開示請求に係る手数料等）

第５条 法第８９条第２項の規定により納めなければならない手数料の額は、無料

とする。

２ 法第８７条第１項の規定による写しの交付（開示される保有個人情報が電磁的

記録に記録されている場合において市の機関が定める開示の実施の方法として

複製したもの又は出力したものの交付が定められているときは、複製したもの又

は出力したものの交付。以下この項において同じ。）により保有個人情報の開示

を受ける者は、当該写しの交付に要する費用を負担しなければならない。当該写

しの交付を令第２８条第４項の規定により送付により受ける場合における当該

送付に要する費用についても、同様とする。

（訂正請求の手続）

第６条 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で定め

る事項を記載するものとする。

（利用停止請求の手続）

第７条 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、規則で

定める事項を記載するものとする。

（知立市情報公開・個人情報保護審査会への諮問）

第８条 市の機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、知立市情報公

開・個人情報保護審査会条例（平成１３年知立市条例第３０号）第１条に規定す

る知立市情報公開・個人情報保護審査会に諮問することができる。

(1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合

(2) 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定め、又は改めようと

する場合

(3) 前２号に掲げる場合のほか、市の機関における個人情報の取扱いに関する運

用上の細則を定め、又は改めようとする場合

（実施状況の公表）

第９条 市長は、毎年１回、市の機関における個人情報の開示その他この条例の実

施状況をとりまとめ、これを公表しなければならない。

附 則

（施行期日）



第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。

（知立市個人情報保護条例の廃止）

第２条 知立市個人情報保護条例（平成１３年知立市条例第２９号）は、廃止する。

（知立市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置）

第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の知立市個人情報保護条例

（以下「旧条例」という。）第１１条第４項又は第１２条第３項（旧条例第１２

条第４項において準用する場合を含む。）の規定によるその事務又は業務に関し

て知り得た旧条例第２条第３号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）

の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない義務につ

いては、この条例の施行後も、なお従前の例による。

(1) この条例の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（以下「旧

実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機

関の職員であった者

(2) この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を受

けた事務に従事していた者

(3) この条例の施行前において旧実施機関が地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者に行わせていた公の施設の管

理の業務に従事していた者

２ この条例の施行の日前に旧条例第１５条若しくは第２８条の規定による請求又

は旧条例第３６条の規定による申出がされた場合における旧条例第２条第７号

に規定する公文書に記録されている旧個人情報（以下「旧保有個人情報」という。）

の開示、訂正、利用の停止、削除及び提供の停止並びに旧個人情報の取扱いの是

正については、なお従前の例による。

３ 第１項各号に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧保有個人情

報を含む情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目的を達成するために特

定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的

に構成したもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）をこ

の条例の施行後に提供したときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に

処する。

４ 第１項各号に掲げる者が、その事務又は業務に関して知り得たこの条例の施行

前において旧実施機関が保有していた旧保有個人情報をこの条例の施行後に自



己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年

以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。

５ 前２項の規定は、市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。

６ 旧条例の廃止前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。

（知立市情報公開条例の一部改正）

第４条 知立市情報公開条例（平成１３年知立市条例第２８号）の一部を次のよう

に改正する。

第１７条中「法令」の次に「（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）を除く。）」を加え、「（知立市個人情報保護条例（平成１３年知立

市条例第２９号）を除く。）」を削る。

提案理由

この案を提出するのは、個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い必要があ

るからである。



議案第３号

知立市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部を改正する条例

知立市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１３年知立市条例第３０号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「及び知立市個人情報保護条例（平成１３年知立市条例第２９号。以下

「個人情報保護条例」という。）」を「並びに個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）及び知立市議会個人情報

保護条例（令和５年知立市条例第 号。以下「議会個人情報保護条例」とい

う。）」に改める。

第２条及び第２条の２を次のように改める。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1) 諮問庁 次に掲げるものをいう。

ア 情報公開条例第１９条第１項の規定により審査会に諮問をした実施機関

イ 個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定によ

り審査会に諮問をした市の機関

ウ 議会個人情報保護条例第４５条第１項の規定により審査会に諮問をした議

長

(2) 公文書 情報公開条例第１２条第１項に規定する開示決定等（次条第１号に

おいて「開示決定等」という。）に係る公文書（情報公開条例第２条第２号に

規定する公文書をいう。）をいう。



(3) 保有個人情報 次に掲げるものをいう。

ア 個人情報保護法第７８条第１項第４号、第９４条第１項又は第１０２条第

１項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等（次条第２号に

おいて「開示決定等」という。）に係る保有個人情報（個人情報保護法第６

０条第１項に規定する保有個人情報のうち同項に規定する地方公共団体等行

政文書に係るものをいう。）

イ 議会個人情報保護条例第２５条第１項、第３５条第１項又は第４２条第１

項に規定する開示決定等、訂正決定等又は利用停止決定等（次条第４号にお

いて「開示決定等」という。）に係る保有個人情報（議会個人情報保護条例

第２条第４項に規定する保有個人情報をいう。）

（所掌事項）

第２条の２ 審査会は、次に掲げる事項について調査審議する。

(1) 情報公開条例第１９条第１項の規定による諮問に応じ、開示決定等又は情報

公開条例第６条第１項に規定する開示請求に係る不作為についての審査請求に

関する事項

(2) 個人情報保護法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による

諮問に応じ、開示決定等又は個人情報保護法第７６条第２項、第９０条第２項

若しくは第９８条第２項に規定する開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求

に係る不作為についての審査請求に関する事項

(3) 知立市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年知立市条例第＿＿

号）第８条の規定による諮問に応じ、個人情報の適正な取扱いの確保に関する

事項

(4) 議会個人情報保護条例第４５条第１項の規定による諮問に応じ、開示決定等

又は議会個人情報保護条例第１８条第２項、第３１条第２項若しくは第３８条

第２項に規定する開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為につ

いての審査請求に関する事項

(5) 議会個人情報保護条例第５０条の規定による諮問に応じ、個人情報の適正な

取扱いの確保に関する事項

(6) 番号利用法第２７条第１項に規定する特定個人情報保護評価に関する事項

第５条第１項中「当該実施機関」を「諮問庁」に、「開示決定等に係る公文書」

を「公文書又は保有個人情報」に改め、同項後段中「公文書」を「公文書又は保有

個人情報」に改め、同条第２項中「前項」を「第１項」に、「）又は実施機関」を



「以下同じ。）又は諮問庁（以下「審査関係人」という。）」に改め、同項を同条

第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んでは

ならない。

第９条を第１２条とし、第８条を第１１条とし、第７条を第１０条とする。

第６条（見出しを含む。）中「審議」を「調査審議」に改め、同条を第９条とし、

第５条の次に次の３条を加える。

（意見の陳述）

第６条 審査会は、審査関係人から申出があったときは、当該審査関係人に口頭で

意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、審査会が、その必要がない

と認めるときは、この限りでない。

２ 前項本文の場合においては、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、

補佐人とともに出頭することができる。

（意見書等の提出）

第７条 審査関係人は、審査会に対し、意見書又は資料を提出することができる。

ただし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その

期間内にこれを提出しなければならない。

（提出資料の写しの送付等）

第８条 審査会は、第５条第３項又は前条の規定による意見書又は資料の提出があ

ったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同

じ。）にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面）を当該意

見書又は資料を提出した審査関係人以外の審査関係人に送付するものとする。た

だし、第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその他正当な理由が

あるときは、この限りでない。

２ 審査関係人は、審査会に対し、審査会に提出された意見書又は資料の閲覧（電

磁的記録にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表示したもの

の閲覧）を求めることができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を

害するおそれがあると認めるときその他正当な理由があるときでなければ、その

閲覧を拒むことができない。

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさせよ



うとするときは、当該送付又は閲覧に係る意見書又は資料を提出した審査関係人

の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めると

きは、この限りでない。

４ 審査会は、第２項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定することが

できる。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、個人情報の保護に関する法律の一部改正等に伴い必要が

あるからである。



議案第４号

知立市特別保育等の実施に関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市特別保育等の実施に関する条例の一部を改正する条例

知立市特別保育等の実施に関する条例（昭和６２年知立市条例第５号）の一部を

次のように改正する。

第２条及び第７条中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、子ども・子育て支援法の一部改正に伴い必要があるから

である。



議案第５号

知立市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例

知立市子ども・子育て会議条例（平成１６年知立市条例第４号）の一部を次のよ

うに改正する。

第１条中「第７７条第１項」を「第７２条第１項」に改める。

第２条第２号中「第７７条第１項各号」を「第７２条第１項各号」に改める。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、子ども・子育て支援法の一部改正に伴い必要があるから

である。



議案第６号

知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年知立市条例第２８号）の一部を次のように改正する。

第２０条を第２３条とし、第１３条から第１９条までを３条ずつ繰り下げる。

第１２条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施する」に改め、同条を第１５条とし、第１１条を第１３条と

し、同条の次に次の１条を加える。

（業務継続計画の策定等）

第１４条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、感染

症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条にお

いて「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

第１０条を第１２条とし、第６条から第９条までを２条ずつ繰り下げ、第５条の



次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第６条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放課後児

童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点検、職

員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事

業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練

その他放課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画（以

下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な

措置を講じなければならない。

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するととも

に、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携が

図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しな

ければならない。

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じ

て安全計画の変更を行うものとする。

（自動車を運行する場合の所在の確認）

第７条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等のため

の移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者の乗車及

び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握することができる方法に

より、利用者の所在を確認しなければならない。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の

一部改正に伴い必要があるからである。



議案第７号

知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例

知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

知立市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第７条の次に次の２条を加える。

（安全計画の策定等）

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭的

保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利用乳

幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活

その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的

保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以下この条において

「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前

項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図

られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなけ

ればならない。

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全

計画の変更を行うものとする。



（自動車を運行する場合の所在の確認）

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のた

めの移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼

児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握すること

ができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除く。）は、利用乳幼児の送迎

を目的とした自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方

に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案し

てこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除

く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼

児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利

用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。

第１０条中「するときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限り」を

加え、同条ただし書を削る。

第１３条を次のように改める。

第１３条 削除

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施する」に改める。

第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、

公布の日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改

正等に伴い必要があるからである。



議案第８号

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例

知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年知立市条例第３０号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項ただし書中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改め、

同項第１号中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改め、同項第２号中

「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同項第３号中「第１９条

第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３号」を「同条第３号」に改め

る。

第６条第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条第

３項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第２号」を「同

条第２号」に改める。

第７条第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第８条中「第１９条第１項各号」を「第１９条各号」に改める。

第１３条第４項第３号ア(ｱ)中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」

に改め、同号ア(ｲ)中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同

号イ(ｱ)中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同号イ(ｲ)及び

ウ中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

第１５条第１項第３号中「第２５条」を「第２５条第１項」に改め、同項第４号

中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。



第２０条第４号中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改める。

第２６条を次のように改める。

第２６条 削除

第３５条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条

第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「同項第２号」を

「同条第２号」に、「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条

第３項中「同項第２号」を「同条第２号」に改める。

第３６条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条

第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第１号」を

「同条第１号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条

第３項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第１９条第１項第

２号」を「第１９条第２号」に、「同項第１号」を「同条第１号」に改める。

第３７条第２項中「第１９条第１号第３号」を「第１９条第３号」に、「第１９

条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改める。

第３９条第２項中「第１９条第１項第３号」を「第１９条第３号」に改める。

第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

第５０条中「及び第２３条から第３３条まで」を「、第２３条から第２５条まで

及び第２７条から第３３条まで」に改める。

第５１条第１項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条

第２項中「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第１９条第１項第

２号」を「第１９条第２号」に改め、同条第３項中「第１９条第１項第３号」を

「第１９条第３号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に、「第

１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３号」を「同条第３号」

に改める。

第５２条第１項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改め、同条

第２項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に、「同項第３号」を

「同条第３号」に、「第１９条第１項第１号」を「第１９条第１号」に改め、同条

第３項中「第１９条第１項第２号」を「第１９条第２号」に改める。

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２６条の改正規定は、

公布の日から施行する。



提案理由

この案を提出するのは、学校教育法等の一部改正等に伴い必要があるからである。



議案第９号

知立市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例

知立市児童発達支援センター条例（令和元年知立市条例第４０号）の一部を次の

ように改正する。

第３条第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同条第５号とし、同条第

３号の次に次の１号を加える。

(4) 一時預かりに関する事業

第４条第１号中「の者」を「のもの」に改め、同条第３号中「第４号」を「第５

号」に改め、同条に次の１号を加える。

(4) 前条第４号に係る事業 次条第１項の規定により前条第１号に掲げる事業の

利用の許可を受けた者の児童のうち、保護者の就労その他の規則で定める事由

により家庭において保育を受けることが一時的に困難となったもの

第５条第１項中「第３条第１号又は第２号」を「第３条第１号、第２号又は第４

号」に改め、「者」を「児童の保護者」に改める。

第９条第１項中「第３条第１号又は第２号」を「第３条第１号、第２号又は第４

号」に改め、同条第２項中「前項の」を「第３条第１号又は第２号に掲げる事業に

係る」に改め、同条に次の２項を加える。

３ 第３条第４号に掲げる事業に係る費用の額は、３０分以内の利用にあっては１

００円とし、３０分を超える利用にあっては１００円にその超える時間３０分以

内ごとに１００円を加算した額とする。

４ 前項の規定にかかわらず、第２項の費用の額が０円となる者からは、前項に掲

げる費用を徴収しない。



附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。

提案理由

この案を提出するのは、知立市児童発達支援センターにおいて一時預かりに関す

る事業を実施するため必要があるからである。



議案第１０号

知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

知立市国民健康保険税条例（昭和４５年知立市条例第５５号）の一部を次のよう

に改正する。

第３条第１項中「１００分の５．２」を「１００分の５．４４」に改める。

第４条中「２万２，２００円」を「２万４，２００円」に改める。

第５条第１号中「１万５，８００円」を「１万６，８００円」に改め、同条第２

号中「７，９００円」を「８，４００円」に改め、同条第３号中「１万１，８５０

円」を「１万２，６００円」に改める。

第２３条第１項第１号ア中「１万５，５４０円」を「１万６，９４０円」に改め、

同号イ(ｱ)中「１万１，０６０円」を「１万１，７６０円」に改め、同号イ(ｲ)中

「５，５３０円」を「５，８８０円」に改め、同号イ(ｳ)中「８，２９５円」を

「８，８２０円」に改め、同項第２号ア中「１万１，１００円」を「１万２，１０

０円」に改め、同号イ(ｱ)中「７，９００円」を「８，４００円」に改め、同号イ

(ｲ)中「３，９５０円」を「４，２００円」に改め、同号イ(ｳ)中「５，９２５円」

を「６，３００円」に改め、同項第３号ア中「４，４４０円」を「４，８４０円」

に改め、同号イ(ｱ)中「３，１６０円」を「３，３６０円」に改め、同号イ(ｲ)中

「１，５８０円」を「１，６８０円」に改め、同号イ(ｳ)中「２，３７０円」を

「２，５２０円」に改め、同条第２項第１号ア中「３，３３０円」を「３，６３０

円」に改め、同号イ中「５，５５０円」を「６，０５０円」に改め、同号ウ中「８，

８８０円」を「９，６８０円」に改め、同号エ中「１１，１００円」を「１２，１

００円」に改める。



附則第３項中「同条中」を「同項中」に改める。

附則第１５項中「１万５，５４０円」を「１万６，９４０円」に、「１万６，２

０６円」を「１万７，６６６円」に、「１万１，１００円」を「１万２，１００

円」に、「１万２，２１０円」を「１万３，３１０円」に、「４，４４０円」を

「４，８４０円」に、「６，２１６円」を「６，７７６円」に、「３，３３０円」

を「３，６３０円」に、「２，９９７円」を「３，２６７円」に、「５，５５０

円」を「６，０５０円」に、「４，９９５円」を「５，４４５円」に、「８，８８

０円」を「９，６８０円」に、「７，９９２円」を「８，７１２円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ 改正後の知立市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の年度分の国民

健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税については、な

お従前の例による。

提案理由

この案を提出するのは、国民健康保険事業の安定的な運営を図るため必要がある

からである。



議案第１１号

知立市国民健康保険条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

知立市国民健康保険条例の一部を改正する条例

知立市国民健康保険条例（昭和４５年知立市条例第７３号）の一部を次のように

改正する。

第５条第１項中「４０万８，０００円」を「４８万８，０００円」に、「４２万

円」を「５０万円」に改める。

附 則

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

２ 改正後の知立市国民健康保険条例の規定は、令和５年４月１日以後の出産に係

る出産育児一時金について適用し、同日前の出産に係る出産育児一時金について

は、なお従前の例による。

提案理由

この案を提出するのは、健康保険法施行令の一部改正に伴い必要があるからであ

る。



議案第１２号

市道路線の認定について

市道路線を認定したいので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項

の規定により議会の議決を求める。

令和５年２月２２日提出

知立市長 林 郁 夫

提案理由

この案を提出するのは、新たに道路の整備及び維持管理をするため市道として認

定する必要があるからである。



認定路線

整理番号 路　線　名 起　　　点 終　　　点

1281 山屋敷町３６号線 山屋敷町東山 山屋敷町東山

1282 八橋町１１３号線 八橋町的場 八橋町的場

2364 西町３７号線 西町宮腰 西町宮腰

2365 中山町５号線 中山町神狭間 中山町神狭間

2366 中山町６号線 中山町神狭間 中山町神狭間

2367 中山町７号線 中山町神狭間 中山町神狭間

2368 本町桜木町１号線 本町本 桜木町桜木



1281　山屋敷町36号線

起 点

区 間

終 点

市 道 認 定 路 線



1282　八橋町113号線

起 点

区 間

終 点

市 道 認 定 路 線



2365　中山町5号線

2364　西町37号線

2367　中山町7号線
2368　本町桜木町1号線

2366　中山町6号線

起 点

区 間

終 点

市 道 認 定 路 線




